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令和 6年度　事業計画・収支予算

（骨子）

線科学研究の分野における調査・研究の
うち、国内で行われる将来性のある、優
れた研究に研究奨励助成を行っていま
す。この事業は昭和36年度より実施して
いるもので、これまでの累計は452件と
なりました。令和 6 年度は、 3 名程度の
研究者に助成します。

　３　�顕著な成果をあげた研究者等の顕彰事
業

　放射線影響、放射線の医学利用の基礎
並びに放射線による障害の防止など放射
線科学研究の分野において、顕著な業績
をあげた研究者を顕彰するため放射線影
響研究功績賞を平成12年度に設け、これ
までに22名の研究者を顕彰しました。
　また、現下の放射線影響研究の重要性
に鑑み、一層の研究促進に寄与するため、
新進気鋭の若手研究者を顕彰する制度と
して、放射線影響研究奨励賞を平成18年
度に設け、これまでに35名の研究者を顕
彰しました。

　令和 6 年度事業計画・収支予算は、令和 6
年 3 月 1 日に開催された理事会及び同年 3 月
11日に開催された評議員会において承認さ
れ、行政庁に届け出をいたしました。
 　当協会では、令和 6 年度はこれに基づき
成果の益々の充実を期し、一層の努力をして
まいる所存です。

 事　業　計　画

Ⅰ　�放射線影響に関する知識の普及・啓発及
び研究活動への奨励・助成

　１　放射線影響に係る知識の普及・啓発
　放射線影響に関する国内外の情報の収
集・分析評価を行い、放射線影響に関す
る知識の普及啓発に努めます。このため

「放影協ニュース」を年 4 回発行するとと
もに、ホームページの運用等を行います。

２　研究奨励助成金の交付事業
　放射線影響、放射線の医学利用の基礎
並びに放射線による障害の防止など放射
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　いずれの賞も我が国の科学技術の進展
及び国民保健の増進に寄与することを目
的としており、令和 6 年度も引き続き両
賞の顕彰を行います。

　４　国際研究集会参加等のための助成事業
　放射線影響の分野における国際研究集
会への参加、国外研究機関への研究者の
派遣及び国外研究機関からの研究者の招
へいに対する助成を行っており、平成 3
年度より実施しているもので、これまで
の累計は211名となっています。特に、
国際研究集会への参加は、若手研究者に
大きな自信を与え、今後の研究成果が期
待されます。令和 6 年度も引き続き 3
名程度の研究者に助成します。また、必要
に応じ外国人研究者招へいの助成を行い、
一層の放射線影響研究の発展に寄与しま
す。

 
Ⅱ　放射線影響に関する調査研究
　１�　低線量放射線による人体への影響に関

する疫学的調査
　低線量放射線の健康影響を明らかにす
るため、国からの委託を受けて、原子力
発電施設等放射線業務従事者等を対象と
した疫学的調査を実施します。
　平成27年度から新たな調査計画に則っ
て調査対象者に対する疫学調査への協力
の意思確認調査を令和元年度までに第Ⅵ
期調査として終了し、新たな調査に用い
るコホートを設定するとともに生活習慣
等調査を実施しました。また、調査対象
者の生死情報を個人情報の保護に留意し
た上で確認するとともに、全国がん登録
データベースに基づくがん罹患情報の取
得についても調査計画に基づき実施して
います。令和 6 年度は、令和 5 年度に引
き続き第Ⅶ期調査としてこれらの成果を
基にデータの更新を行うとともに第Ⅶ期
調査の最終年度にあたることから成果の
取りまとめを行います。さらに、本疫学
的調査に関する情報や低線量放射線の健
康影響に関する情報の発信を図り、本調
査の重要性について放射線業務従事者や
関連する機関への認知度を高めることに
努めます。
　このため、令和 6 年度は次の事業を行
います。

　　　調査計画の評価
　平成27年度に策定し、平成28年度及
び平成30年度に一部を変更した調査
計画（調査への協力の意思確認（イン
フォームド・コンセント）、放射線以
外の生活習慣等の情報の収集、調査対
象集団の設定方法やその集団の規模、
がん罹患調査、生死追跡調査、健康影
響に関する解析方法等の設定等）につ
いて、本調査の進捗状況、今後の見通
し等を評価し、必要な点があれば見直
しを行います。

　　　調査対象者の情報更新と分析
　令和 6 年度は、令和元年度に設定し
たコホート集団について令和 5 年度に
引き続き計画的に住民票の写し等を取
得し、生死確認を行います。死亡が確
認された者については厚生労働省の人
口動態調査死亡票から死因を特定しま
す。また、調査対象者の受けた放射線
量の最新データを放射線従事者中央登
録センターから取得し、第Ⅶ期の解析
方針に基づき分析を行います。

　　　がん罹患調査
　令和元年度までに実施した調査対象
者のがん罹患情報の収集方法、収集項
目、情報の保管等に基づき令和 5 年度
に引き続きがん罹患情報の取得を行
い、調査対象者の受けた放射線量の
データなどを用いて分析を行います。

　　　委員会での評価・検討
　倫理審査・個人情報保護委員会、調
査研究評価委員会及び放射線疫学調査
あり方検討会フォローアップ委員会で
の議論を踏まえ、疫学・統計解析を行
います。また、成果利活用検討委員会
において、本疫学的調査で得られた成
果の利活用のための取り組み方針につ
いて検討を行います。

　　　国内外の情報収集と理解促進活動
　国内の主要な学会や会議などへの参
加、及び文献調査を通し関連情報の収
集、動向調査及び討議を行います。ま
た、ホームページ等により国内への情
報発信を行います。

　２�　福島第一原子力発電所緊急作業従事者
に対する疫学研究への協力
　疫学研究の統括研究機関である（独法）
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労働者健康安全機構労働安全衛生総合研
究所からの依頼を受け、調査対象者につ
いて放射線従事者中央登録センターの被
ばく線量等の登録情報を提供する等の協
力を行います。

　３　その他
　必要に応じて放射線影響に関する調査
研究等を実施します。

 
Ⅲ　放射線の防護及び利用に関する調査研究

　ICRPが取りまとめる勧告や報告は、我
が国の放射線防護法令の指針となるもの
です。このことを踏まえ、協会は、日本
における公衆及び放射線を取扱う職業人
の防護が的確に行われるようにするため、
ICRP勧告等の動向を的確に把握し、日本
のICRP委員、専門家及び学識経験者等が、
情報及び認識の共有化を図り、国内におけ
る考え方が勧告等の検討に貢献できるよう
に、ICRP調査・研究連絡会を中心に以下
の活動を行います。

　　�　ICRPの動向調査並びに同勧告、報
告等の調査研究を行います。

　　�　ICRP勧告、報告等に関する意見・
情報交換を行います。

　　�　専門家を招へいして放射線影響を中
心とした講演会を開催するなどして知
識の普及に努めます。

　　�　ICRP委員の活動に対する支援を行
います。

　本連絡会は、ICRP委員、会員、学識経
験者等により構成される連絡委員会を設置
し、国内関係各界の意見交換等を積極的に
行います。
　令和 6 年度は、上記活動の一環として、
これまでに引き続き外部の招へい専門家を
交えた専門家間の意見交換や放影協開催講
座（ICRPセミナー）等を開催します。

 
Ⅳ　�放射線業務従事者等の放射線被ばく線量

等に関する情報の収集、登録及び管理
　１　経常業務

　各制度参加事業者との協調を図りつ
つ、原子力放射線業務従事者被ばく線量
登録管理制度（以下「原子力登録管理制
度」という）、除染等業務従事者等被ばく
線量登録管理制度（以下「除染登録管理制
度」という）、RI放射線業務従事者被ばく

線量登録管理制度（以下「RI登録管理制
度」という）及び放射線管理手帳（以下「手
帳」という）制度の的確な運営を行います。
また、放射線関連法令に基づく放射線管
理記録の指定保存機関として適切な記録
保管に努めます。制度参加事業者、記録
引渡し事業者及び記録の本人からの記録
の照会に対して適切に回答を行います。
　また、記録の本人の同意の下、国が実
施又は関与する放射線影響に関する調査
研究に被ばく線量データを提供します。

　２�　経常業務を安全・適切に実施するため
の業務
　経常業務を安全かつ適切に実施するた
め、令和 6 年度は次の業務を行います。

　　�　登録管理システムのリプレース
　令和 6 年度は、除染登録管理システ
ムの更新を行います。今回は、ハード
ウェアの更新が主となりますが、各ソ
フトウェアを最新バージョンに更新す
るとともに、対象ブラウザをMicrosoft 
Edgeへ変更するものです。

　　�　放射線管理記録の新たなアーカイブ
方式の検討
　放射線管理記録の保存について、現
在は、電子画像から作成したマイクロ
フィルムで行っています。マイクロ
フィルムは保存性に優れている一方、
国内における作成技術の継続性に不透
明な部分があるため、電子化文書によ
る保存方式への変更及び業務プロセス
について検討を進め、令和 7 年度中の
開始を目途に必要な準備を行います。

　　�　原子力登録管理制度及び除染登録管
理制度に係る協議会の開催
　原子力登録管理制度及び除染登録管
理制度は、それぞれの制度の適切な運
用を図るため、参加事業者による協議
会を開催します。令和 6 年度は令和 5
年度の事業報告･決算報告及び令和7年
度の事業計画･収支予算並びに登録管
理制度の遂行に係る重要事項について
審議・協議します。

　　�　原子力登録管理制度の推進に関する
実務担当者会議の開催
　協議会での審議結果等に基づき、必
要に応じ原子力登録管理制度の推進に
関する実務担当者会議を開催します。
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　　�　原子力事業者、除染事業者との登録
管理制度及び手帳制度の運用等に関す
る意見交換
　登録管理制度及び手帳制度の適切な
運用に資するため、手帳の運用や個人
情報の取扱い等について実務担当者と
意見交換を行います。
　なお、令和 6 年度は原子力事業所 5
事業所程度を対象として実施するほ
か、除染事業場も必要に応じ実施しま
す。ただし、訪問が困難な状況が発生
した場合には書面によるアンケート方
式で実施します。

　　�　放射線管理手帳発効機関に対する手
帳の運用等に係る指導、助言
　手帳の円滑な運用に資するため、「放
射線管理手帳　運用要領・記入要領」
等に従って手帳が適切に運用されてい
るか、また、個人情報の取扱いが規程
等に基づき適切に運用、管理されてい
るか等について、各手帳発効事業所を
訪問して手帳発行実務者と意見交換を
行い、必要な指導、助言を行います。
　なお、令和 6 年度は15手帳発効事業
所程度を対象として実施します。ただ
し、訪問が困難な状況が発生した場合
には書面によるアンケート方式で実施
します。

　　�　統計データの解析・評価及び公表
　原子力登録管理制度に係るデータに
より各種統計データを作成し、統計
データ評価委員会において解析・評価
を行います。また、除染登録管理制度
に係るデータについても、各種統計
データを作成します。原子力事業所及
び除染等事業場における従事者の放射
線管理状況を示す統計資料を協会の

「ホームページ」、「放影協ニュース」で
公表します。

　３　その他
　登録管理制度に関する調査研究委託業
務を必要に応じ実施します。

令和 6年度収支予算書（損益ベース）

（単位：千円）

科目 予算額

Ⅰ．一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　（1）経常収益

　　　　基本財産運用収益 1

　　　　受取会費 5,128

　　　　受取受託金等 105,015

　　　　受取負担金 461,763

　　　　受取寄付金 2,865

　　　　雑収益 50

　　　　経常収益計 574,822

　　（2）経常費用

　　　　事業費

　　　　　役員報酬 15,385

　　　　　給料手当 154,888

　　　　　退職給付費用 9,666

　　　　　法定福利費 26,682

　　　　　通信伝送費 1,357

　　　　　データ管理費 137,325

　　　　　事務所借料 35,909

　　　　　記録保管費用 3,000

　　　　　支払い助成金 1,050

　　　　　支払顕彰金 800

　　　　　支払国際交流助成金 900

　　　　　諸掛費 74,523

　　　　　減価償却費 16,478

　　　　事業費計 477,963

　　　　管理費

　　　　　役員報酬 21,162

　　　　　給料手当 19,056

　　　　　退職給付費用 3,460

　　　　　法定福利費 5,838

　　　　　事務所借料 12,634

　　　　　諸掛費 25,074

　　　　管理費計 87,224

　　　　経常費用計 565,187

　　　　当期経常増減額 9,635

　２．経常外増減の部

　　（1）経常外収益

　　（2）経常外費用

　　　　当期経常外増減額

　　　　当期一般正味財産増減額 9,635

　　　　一般正味財産期首残高 480,200

　　　　一般正味財産期末残高 489,835

Ⅱ．指定正味財産増減の部

　　　　受取寄付金 7,210

　　　　一般正味財産への振替額 △ 7,993

　　　　当期指定正味財産増減額 △ 783

　　　　指定正味財産期首残高 13,620

　　　　指定正味財産期末残高 12,837

Ⅲ．正味財産期末残高 502,672
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放射線防護とリスク研究をつなぐ

日本文理大学　

　甲斐　倫明　

令和 5 年度　放射線影響研究功績賞受賞業績の概要

はじめに

　1970年代、新しいエネルギー源としての原

子力エネルギーが注目される中、安全問題と

しての原子力に関心をもって東大工学部の原

子力に進んだ。大学の講義に足が遠のいてい

た頃に、医学部から講義に来ていた吉澤教授

に出会ったことが現在の道に進むきっかけと

なった。吉澤教授はHealth Physicsと呼ばれる

工学や医学生物などの総合科学の色彩を持っ

た学問が成長していることを独特の語り口で

語り学生を惹きつけた。工学部の協力講座で

あった吉澤教授の研究室に大学院で進学する

ことになり、それが放射線防護（研究室は放

射線健康管理学教室と呼ばれていた）の研究

のスタートだった。その時から40年あまりを

経て、令和 5 年度放射線影響研究功績賞を頂

くことができたことに光栄と思うと同時に何

か不思議に感慨深く感じる。私の指導をして

いただいた恩師、共に研究を行なった同僚・

仲間や指導した学生に至るすべての人々に心

から感謝を申し上げたい。この受賞を機に、

放射線防護に関係した研究から社会活動まで

広げて私の関わった研究や活動を紹介するこ

とで記録としておきたい。

緊急時対応

　不思議な思いになるのは、放射線防護とい

う分野がもつ社会との関わりの強い側面があ

ることと関係している。これまで様々な放射

線防護の課題に関わってきて、放射線防護と

いう分野が評価されることの難しさを知って

いるからである。

　大学院在籍中、米国TMI事故が発生し、原

子力安全の論争が沸き立っていた。これを契

機に、放射線防護の観点から行われた国のプ

ロジェクトとして緊急時対応研究が開始され

た。私は大学院時代、内部被ばく研究に関心

をもっていたので、当時の日本原子力研究所

の環境安全研究部で緊急時に被ばく線量を予

測計算するシステムの開発に従事することに

なった。この開発研究で実用化したSPEEDI

が東日本大震災後に起きた福島第一原子力発

電所事故の緊急時対応に使われたが、その顛

末については広く知られている通りである。

当時の研究開発は、単位放出を仮定した気象

拡散予測計算だけでなく、環境から得られた

測定データをもとに逆計算をすることで事故

サイトからの放出量を予測する機能の検証研

究までを行う大型研究だった。私自身は、日

本人特有の甲状腺の線量評価や胎児線量の評

価法を中心にプルームからの線量評価法に

主に従事していた。システムの運用につい

ても議論を進めていたことを覚えているが、

SPEEDIの福島第一原子力発電所事故後では

残念なことに現実の緊急時に備えることの困

難さが教訓となった。

　日本原子力研究所から東大の吉澤研究室に

移籍した直後にチョルノービリ原子力発電所

事故が発生し、再び原子力事故に関わる課題

に直面することになる。チョルノービリ原子

力発電所から北に300キロ離れたモギレフに

滞在していた日本人の技術者 4 名が帰国した

ときに、彼らの体内放射能を東大のホールボ

ディカウンタで測定することになった。 4 名

の衣服や体内からはヨウ素、テルル、セシウ

ムなどの放射性同位元素が検出され、予想し

なかった事故の規模を間接的ではあったが、

経験することになる。専門家の間では原子力
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安全の観点からは原子炉のタイプの違いや規

則違反などが論点となっていた。放射線影響・

防護においては、急性障害に対する治療法、

晩発影響のリスク予測、さらには事故後の放

射線防護としていかに対応するかが国際的な

課題となっていた。放射線防護を事故時に拡

大して適用する体系とするために、介入と行

為という概念が生まれ、ICRP1990年勧告に

導入される契機を作ったのがチョルノービリ

原子力発電所事故であった。

放射線リスク推定

　1980年に出版されたBEIR-IIIレポートは、

放射線影響・防護の関係者には注目される新

しい放射線リスク推定に関する展開があり、

放射線リスク論争が記述されていた。線量反

応関係がL、LQあるいはQ型なのか、マイク

ロドシメトリ理論と疫学との論争が関心を集

めたが、私が注目したのは相対リスクモデル

によるリスク計算が絶対リスクモデルより

も高い推定値を与えることであった。BEIR-

IIIレポートは両者のモデルの推定値を併記し

ていたが、両者のモデルの生物的な違いまで

の議論に及んではいなかった。放射線によっ

て誘発するがんのリスクはベースライン（被

ばくしない集団のがんリスク）と独立なのか、

あるいは依存するのかという新たな論点を意

味していた。1977年のUNSCEAR報告やICRP

勧告では絶対リスクモデルが暗に想定されて

いたので、相対リスクモデルを当時の新しい

リスク推定法として導入されてきたことに注

目した。

　放射線リスクはベースラインと独立なのか

どうかは、放射線発がんの仕組みそのものに

関係した問題である。この点を明らかにしな

い限り解決しない問題だったので、数理的に

扱うことのできる発がんモデルの研究に関心

を持つようになった。当時、発がんモデル研

究は、米国シアトルにあるフレッドハッチン

ソンがん研究センターのMoolgavkarグループ

が行っていた生物機構に立脚した 2 段階発が

んモデルが主流となっていた。彼の研究室に

留学し、原爆データを初めて統計モデルに代

わる発がんモデルで解析する結果を得ること

ができた。 そこから見えてきたのは相対リ

スク型のモデルがより現実に近いという示唆

であった。原爆データもその後、相対リスク

型を支持する傾向を報告するようになってき

た。しかし、モデルにおいて原爆の急性被ば

くが発がん過程において初発変異をもたらす

だけと考えてよいのかなど、新たな課題も生

まれた。

　放射線の発がん過程における働きを疫学

データ以外において検討を進めるために、マ

ウスで比較的発がんの起点が明らかになって

いる急性骨髄性白血病（AML）に注目し、実

験研究者と共同で研究を進めた。CBA系マウ

スでは、 2 番染色体上のSfpi 1 にコードされ

るPU.1転写因子の不活化によってAMLが発

症する。 2 番染色体の両方のアリルのSfpi 1
遺伝子変異によってAMLが発症することが

明らかにされていた。しかし、放射線が初期

損傷として 2 番染色体の欠失を起こすことは

確認されていたが、その後のがん化までの過

程において放射線がどのように関与している

のかはわかっていなかった。当初、Sfpi 1 遺

伝子部分の欠失（DSG）と対立遺伝子Sfpi 1 遺

伝子の点突然変異（PMASG）の ２ 段階数理モ

デルの試算から、AMLの実験データの時間

発現分布が生じるためには、初期変異を保

持した細胞の動態が亢進し、その結果、片

方のアリルに変異をもたらす確率が高まる

ように放射線が間接的に作用していること

が予想された。実験的にも、 3 Gy照射した

マウスの造血幹細胞の分裂負荷が老化を促進

し、AMLの発生に関与している可能性を確

認することができた。そこで、造血幹細胞の

分裂負荷には線量率効果が起こるとする仮説

から、造血幹細胞の細胞動態に放射線がどの

ように関与しているかを実験的に調べること

で放射線がん化のモデルを追求することにし

た。20mGy/日、200mGy/日、または1,000mGy/

分の線量率で合計 3 Gyのガンマ線照射を受

けたC3Hマウスの造血幹細胞において、DSG

とPMASGの両方の頻度の線量率依存性を調

べた結果、両方の変異が線量率依存性をもつ

ことが明らかになった。また、高線量率の急

性照射においても細胞動態の影響が長く続く

ことによってAMLの発症が長期にわたって

現れることもわかってきた。これは急性照射
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がイニシエーションに留まらないことを示唆

していた。

　一方、PLANETで行なった共同研究では、

我が国で実施されてきた生涯飼育動物実験

データは欧米データよりも低い線量率である

ことに注目し、青森環境研と放医研で実施さ

れてきた実験データのプール分析に取り組ん

だ。その結果、B6C3F1マウスの悪性腫瘍死

亡では線量率効果が急性被ばくの 1 / 3 にな

ることを確認した。しかし、この線量率効果

はAMLで認められた効果よりも小さく、造

血細胞では高線量率での細胞動態の影響が大

きいことが関係している可能性など課題が見

えてきた。

　線量率効果をリスクモデルの中で定式化す

ることが可能となり議論ができるようになっ

てきたが、放射線リスクとベースラインとの

関係で述べたように生活習慣の影響は放射線

リスク推定の上で重要なポイントである。放

射線リスク推定でとくに注目されるのが喫煙

習慣による影響である。原爆被ばく者におい

て喫煙習慣は肺がんリスクに特異的な影響を

もたらしていて、同じ被ばく線量でも喫煙習

慣によって肺がんリスクが異なることが知ら

れてきた。この知見をどのように現代人のリ

スク推定に活用するのか国際的にもまだ十分

な議論がなかった。ベースラインとなる非喫

煙者の肺がん罹患率を推定することが必要と

なる。人口動態統計で得られる肺がん罹患率

は喫煙者と非喫煙者の混合集団であるので、

喫煙効果を考慮する場合、このままではベー

スラインとして利用できない。そこで、非喫

煙集団の肺がん罹患率を推定する方法と、原

爆被ばく者の知見を適用することで、放射線

のリスクを推定する方法を構築した。その結

果、喫煙者と非喫煙者を区別しない混合集団

の罹患データを用いると男性で非喫煙者の肺

がんリスクを 2 倍過大評価することがわかっ

た。

CT検査のリスク推定

　放射線防護は原子力分野以外では医療分野

において重要な役割を果たす必要がある。筆

者がとくに大分県立看護科学大学に籍を移し

てからは、 医療被ばくの健康影響と防護に重

心を移して研究を行うようになった。とくに、

CT検査の医療被ばくの線量が他のX線撮影に

比べて高いことから、小児の放射線防護に対

する関心が世界的に高くなっていた。我が国

のCT検査の影響が世界的に大きいとする欧

米の論文を契機に、我が国独自の調査の必要

性を感じ、全国調査を実施してモデル推定に

よって我が国のCT検査実態を明らかにする

研究を行なった。人口1,000人当たりのCT実

施件数は、全CT検査で166件、小児CT検査

で32-34件であり、意外にも日本の方が米国

より少ないことが明らかになった。次にCT

検査の線量評価と放射線防護を臨床現場に広

く確立するために、WAZA-ARIというWebで

計算可能なオープン計算システムを開発し、

CT検査の最適化に貢献できる取組みを行い、

当時の放射線医学総合研究所が中心となって

実用化が進んだ。線量に関する情報だけでは

リスクは議論できないので、小児CTの影響

を調べる研究に発展させた。小児CTの検査

が多頻度で行われる背後にある検査理由を明

らかにする必要があった。これによって検査

の正当性や逆因果関係の議論が可能になると

考えた。研究の結果、手術が必要となる疾患

の重い小児において検査数が多くなる傾向が

あることを明らかにした。また、初診時の平

均頭部検査数は生後 5 日未満の小児で高いこ

とが明らかになったことで、先天性の疾患の

存在、手術の必要となる背後にがんリスクと

関係する因子が存在するかどうは、まだ仮説

の域をでないが、今後の小児CTのリスクを

論じる上で重要な知見を示したと考えてい

る。現在、欧州 9 カ国で行われた小児CTの

疫学研究は頭部CT検査が脳腫瘍のリスクが

増加することを示唆しているが、逆因果関係

の可能性が完全に解決したわけではない。一

方で、他頻度のCT検査の正当化の議論には、

CT検査の頻度が多くなる理由が見えてきた

ことが役に立つ知見となるであろう。臨床現

場では個別の累積線量を評価することが行わ

れていないので、検査の全体計画で正当化を

行うことを難しくしている。研究を通して、

医療被ばくにおける放射線防護上の課題が明

らかになってきた。
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福島第一原子力発電所事故

　2011年は東日本大震災に伴って起きた福島

第一原子力発電所事故は放射線関係者とくに

放射線防護関係者にとって重大な影響を与え

た経験だった。ICRP勧告を活用した対策が

事故後にとられる中、東京を中心に多くの講

演活動で解説が求められた。これらの社会と

のコミュニケーション活動から得た教訓は多

くの解説文として残したものの、リスク概念

を中心に放射線防護を考えてきた立場から

は、科学以外の側面をもったリスクに向き合

うことの大切を学んだ。

　福島事故によって社会的な不安を招いた問

題に内部被ばくの影響がある。同じ線量で

あっても外部被ばくよりもリスクが高いとす

る風潮に対して実験計画を立てた。X線マイ

クロビームがin vitroでの内部被ばくからの局

所被ばくの影響を再現するのに非常に有効で

あることに注目し、DNA損傷に対する細胞

応答が細胞集団のX線照射野サイズに依存す

ることを示した。内部被ばくが一様な外部被

ばくよりもリスクが大きくならないことを示

唆した。

　福島原発事故後、リスクのコミュニケー

ションの難しさから、リスク推定の指標とし

てICRPが使用しているデトリメントに変わ

るリスク指標として公衆衛生や環境分野に広

く利用されているDALY（障害調整生存年数）

を放射線防護へ導入する必要があると考え、

DALYを用いたリスク分析の研究を開始した。

　

ICRPの委員として

　思いもかけずICRP第 4 専門委員会の委員

に選ばれ、国際的な活動に参加する機会を得

た。放射線防護の研究や社会的活動をより深

く考える必要性が高まり、放射線防護の哲学

についてより高みを目指すことが求められ

た。福島第一原子力発電所事故前までの活動

では、リスク研究者としてラドンと喫煙問題

の放射線防護を考えた。そのときの討議の記

録を残しているので参照してほしい。

　福島第一原子力発電所事故後、その教訓を

受けて、ICRPはタスクグループを設置しレ

ポートをまとめることになった。大規模原子

力事故における人と環境の放射線防護に関す

るICRPのレポートを座長としてまとめるな

ど、現在まで国際的に活動できたことは、諸

先輩方、同僚・仲間の励ましなど多くの支援

を受けることができたからであり、改めて心

から感謝したい。

　放射線防護という総合科学の色彩を持った

学問を専門とするようになってから、リスク

という放射線防護の基本にある概念に向き合

うようになった。リスクの推定からリスクの

コミュニケーションに至る研究や課題がすべ

て放射線防護の基本問題であることを強く認

識するようになった。コロナの経験もリスク

問題として通じるものを感じた。放射線リス

クを分析・予測し、そしてその情報をわかり

やすく伝えることで人々が最適な選択ができ

ることにつながる。そのためには専門家が発

信する情報の精度を高めると共に、倫理観の

ある人として信頼できることを目指す必要を

感じている。
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令和 5 年度　放射線影響研究奨励賞受賞研究の概要（1）

抗酸化能を指標とした被ばくバイオマーカーと

晩期放射線影響に関する研究

産業技術総合研究所　健康医工学研究部門　

　孫　　略　

はじめに

　放射線と酸化ストレスの関係については古

くから研究されているが、時代の潮流に合わ

せて研究も変容している。ここでは、私ども

の研究に影響を与えた背景について簡単に紹

介する。

　【放射線白内障】しきい線量と線量限度が引

き下げられたが、実際にはそれらの値より低い

線量でも放射線白内障の増加がみられるとい

う報告が散見される。（放射線白内障以外の）

白内障の発症には酸化ストレスが関与するこ

とが知られているものの、放射線白内障の発

症メカニズム（放射線がどのように白内障の

進行を促進するか）に関する報告は少ない。

　【脂質ラジカル】外的要因または細胞代謝

の一環として生成された活性酸素種（ROS）の

標的の一つが不飽和脂肪酸である。酸化され

た不飽和脂肪酸は脂質ラジカルとなり、周囲

の分子と反応して過酸化脂質やアルデヒド体

を形成する。厄介なことに、脂質ラジカルの

反応は新たな脂質ラジカルを作る連鎖反応で

あるため、抗酸化物質によって消去されない

限り反応が続き、大量に過酸化脂質やアルデ

ヒド体が生成されてしまう。アルデヒド体は生

体内半減期が長く、毒性が蓄積する恐れがあ

る。脂質ラジカルとその代謝物が関与する疾

患としては、癌や心筋症などが知られてい

る1）。

　【血球】酸化ストレスに限らず、なんらか

の血液検査を行う場合、血漿/血清を試料と

することが多い。すなわち「生きた」細胞であ

る血球の情報を全く評価していないというこ

とである。しかし近年、全血や血球の成分解

析から新たなバイオマーカーが発見されてい

る2）， 3）， 4）。

　これらの背景から、我々は、血球の脂質ラ

ジカルを測定して、放射線の非がん影響発症

と関連するかどうかを調べようと考えた。そ

こで問題となったのが、「血球の脂質ラジカ

ルを測定する方法」と「成果がでるまでの研究

期間」であった。

　【脂質ラジカルの測定方法】我々が研究を

始めた当初、市販の過酸化脂質の蛍光プロー

ブを試したが、全く使い物にならなかった。

しかし、たまたま酸化ストレス学会の勉強会

で佐藤圭創教授（開発当時熊本大学）と同仁化

学/同仁グローカルが開発したi-STrap法につ

いての講演があり、この技術を利用すること

が出来た。i-STrapは、試料（全血）中で脂質

ラジカルを発生させ、試料中の抗酸化物質に

よって消去されずに残ったラジカル量を測定

することで、脂質ラジカルに対する消去（抗

酸化）能を評価する手法であり、我々の求め

る測定と近しいものであった（図 1 ）。なお、

厳密に言えばi-STrap法で測定されるのは「全

血の脂質ラジカル消去能」であるが、便宜上、
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図 1 　�i-STrapの原理。試料（全血）中で脂質ラジカ

ルを発生させ、試料中の抗酸化物質によって

消去されずに残ったラジカル量を測定する。

（抗酸化物質が多いほど、残存するラジカル

量（シグナル）が少なくなる）。
図 2 　�マウスの急性全身被ばく後の血液抗酸化能の

変化（短期）。i-STrapの測定原理上、シグナ

ルが高い程、抗酸化能が低いことを示す。一

部は参考文献5）を改変。

血液抗酸化能や血中抗酸化能と記載してい

る。

　【研究期間】マウスで晩期障害を評価する

場合、成果が出るまでに 3 ～ 4 年はかかる。 

そんな長期実験を支援してくれるところは、

（一部の組織を除いて）なかなか見つからな

い。そこで、欅田尚樹先生（当時国立保健医

療科学院）がバイオドシメトリの研究のため

に立ち上げたプロジェクトに参加させて頂

き、まずは被ばく短期の変化をとらえて、そ

こから徐々に観察期間を延ばすこととした。

被ばく後の生体における血液抗酸化能の変化

（短期）

　血液抗酸化能をバイオドシメトリに利用で

きるか否か解析を行うために、マウスにいく

つかのパターンで放射線を照射し、経時的に

i-STrap法で解析を行った。

　【急性全身照射】線量依存的な照射 1 週間

後頃をピークとして、線量依存的に血液抗酸

化能が低下することがわかった（図 2 ）5）。さ

らに、1Gy以上であれば、高い診断能を持っ

て被ばくの有無を識別できることが分かっ

た。血液抗酸化能のみで線量推定することも

可能だが、例えば、被ばく直後にピークを

持つDNA損傷（γH2AX）などと組み合わせれ

ば、より精度の高い線量推定が可能となる6）。

　【急性局所照射】マウスの後脚のみに照射し

た場合、10Gyを照射しても有意な血液抗酸

化能の変化は観察できなかった7）。このこと

から、脚部（大腿骨や筋肉）は抗酸化能低下の

責任臓器では無いと考えられた。なお、頭部

や体幹部への照射は実施していない。

　【慢性全身照射】総線量を固定し、線量率

をさげて慢性（連続）照射を行った場合、線量

率の低下に比例して抗酸化能低下が小さくな

り、低下のピークが前倒しになる傾向が観察

された7）。

被ばく後の血球における代謝物の変化（短期）

　血液の約半分は血球。その血球の 9 割以上

を占める赤血球には、血漿の数百倍程度のグ

ルタチオンが含まれている8）。そのため、血

球は血漿よりもかなり高い抗酸化能を持って

いる。i-STrapの結果は血球成分に大きく影

響を受けることから、被ばく後のマウスに

おける血球中の代謝物変化をメタボロームに

より解析した。解析できた306代謝物のうち、

choline、2-aminobutyric acid、 2’- deoxycytidine
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図 3 　�マウスの全身急性被ばく後の血液抗酸化能の変化(長期）。i-STrapの測定原理上、シグナルが高い程、抗酸

化能が低いことを示す。参考文献11）を改変。

の変化が安定して観察され、これら 3 つの代

謝物がバイオドシメトリのマーカー候補にな

りうると考えられた9）。一方で、i-STrapと相

関が高い代謝物は得られなかった。（我々が

実施したメタボローム解析は水溶性の代謝物

が得意で、脂は・・・）

　

被ばく後のヒトにおける血液抗酸化能の変化

（短期）

　心臓カテーテル検査前後の患者さんの血液

を頂き、血液抗酸化能を評価する機会を得

た。トータル 9 例の患者さんを測定したが、

検査（被ばく）前後で有意な変化は認められな

かった10）。心臓カテーテル検査での平均被ば

く線量はIVR基準点線量（≒最大皮膚線量）で

440mGy（最大957mGy）であったため、線量（体

へのダメージ）が低く、i-STrapの検出限界未

満だったと考えられる。現在、放射線治療な

どのより被ばく線量の高い症例に対する試験

を検討している。

　

被ばく後の生体における血液抗酸化能の変化

（長期）

　マウスに急性全身照射を行い、100日毎に

採血して血液抗酸化能を測定した。その結果、

5Gy被ばくすると、慢性的な抗酸化能低下を

（死亡まで）呈することを見出した（図３）11）。

また、血球のグルタチオン量は 1Gyの被ば

くでも慢性的に低下することを見出した11）。

原爆被爆者の血液では炎症性サイトカインが

増加することが報告されているが12）、我々の

マウスの解析では、5Gy被ばくでも慢性的な

炎症性サイトカインの増加は観察できなかっ

た13）。

被ばく後の眼球におけるグルタチオン量の変化

　水晶体は最もグルタチオンが多く含まれる

組織の一つで、グルタチオン量の低下は白内

障を引き起こすとされている。放射線被ばく

によって血液抗酸化能や血球グルタチオン量

が下がったことから、水晶体のグルタチオン

量も被ばくによって低下するのではないかと

考えた。そこで、マウスの全身に 3Gyの放

射線を照射し、眼球のグルタチオン量を解析

した。（解剖の難易度、グルタチオンの空気

酸化、マウスでは水晶体が眼球の大部分を占

めるといった点を考慮して、水晶体ではなく、

まずは眼球を測定対象とした次第である。）

　被ばく 4 日後に眼球グルタチオン量が低下

したが、血球のようには持続せず、250日後
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は完全に回復していた 14)。また、総線量が同
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さくなり、回復に要する時間も短くなった 14)。 

  

放放射射線線白白内内障障とと酸酸化化スストトレレススのの研研究究 

ここからは、現在進行中の内容となるが、

簡単に紹介する。被ばくによって血液や眼球

の抗酸化能が低下するということは、白内障

の発症と酸化ストレスの間にはやはり関連が

ある可能性が高いと考えられるため、細隙灯

や実体顕微鏡を整備して白内障の程度と酸化

ストレスの解析を行っている(図 4)。 
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図 4 　�マウスの眼の細隙灯写真と摘出した水晶体の

顕微鏡写真。上下のマウスは対応していない。

右側に濁りやゆがみが見られるが、本原稿執

筆時点で、白内障であるという診断はされて

いない。

には完全に回復していた14）。また、総線量が

同じでも線量率が低くなると低下の度合いが

小さくなり、回復に要する時間も短くなっ

た14）。
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簡単に紹介する。被ばくによって血液や眼球

の抗酸化能が低下するということは、白内障

の発症と酸化ストレスの間にはやはり関連が

ある可能性が高いと考えられるため、細隙灯

や実体顕微鏡を整備して白内障の程度と酸化

ストレスの解析を行っている（図 4 ）。

まとめ

　上述の通り、我々は基礎生物実験として、

様々な被ばく形態に対する血液や眼の酸化ス

トレス応答（の脂質ラジカルに関する要素）を

解析してきた。被ばく後、中から長期間にわ

たり抗酸化能が低下して酸化ストレスに陥る

可能性を指摘した。放射線によってDNAが

ブチっと切れることによる障害発生はもちろ

んあるだろうが、その後に引きずる酸化スト

レスも障害発生の修飾要因となりうる可能性

がある。事実、放射線被ばく後に抗酸化物質

を投与することで細胞死や急性骨髄死を抑制

できる、と他の研究グループが報告してい

る15）， 16）， 17）。しかしながら、被ばく後の長期

酸化ストレス状態と晩期障害との関連につい

てはほとんど解析されたことが無く、引き続

き研究が必要である。特に、国内に約30万人

いる医療放射線従事者にとって放射線白内障

は重要な問題であり、今後の研究の進展が期

待されている。
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令和 5 年度　放射線影響研究奨励賞受賞研究の概要（2）

低線量・低線量率放射線リスク評価に関わる

放射線生物・放射線防護研究

電力中央研究所　サステナブルシステム研究本部　

生物・環境化学研究部門　藤通　有希　

1 ．はじめに

　高線量率放射線被ばくによって、線量依存

的にがんリスクが増加することが知られて

いる1）。一方で、高自然放射線地域住民の疫

学調査から、低線量率長期被ばくの場合には

がんリスクが増加しない2）ことも報告されて

おり、その線量率による違い（線量率効果）の

メカニズム解明は、放射線生物学における重

要課題の一つである。

　また、発がんリスクや線量率効果係数の推

定には、解析条件等によって推定値が変わり

うるといった課題や、実験動物や培養細胞の

データをどのように人の放射線リスク推定

に適用するのかといった課題も残っている。

　そのため、線量率効果の生物学的な機構解

明や線量率効果に関わる放射線リスク分析

の課題解決に向けた研究に取り組むことが

重要であると考えている。

2 ．線量率効果のメカニズム解明に向けて

2 - 1. 放射線誘発幹細胞競合仮説（RISCC）

　ICRP Publication 131において、線量率効果

を説明可能な仮説の 1 つとして「細胞競合仮

説」が提示された3）。低線量率被ばく状況で

は、単位時間あたりに放射線がヒットした

細胞とヒットしていない細胞が混在するた

め、ヒットした細胞が優先的に排除される

ことでがんリスクが増加しないという仮説で

ある（図 1 ）。この仮説を検証するため、放

射線発がんにおいて重要な役割を果たすと考

えられる幹細胞3）に着目し、「放射線誘発幹

細胞競合（RISCC; Radiation-induced stem cell 

competition）」の研究を進めてきた。

2 - 2. マウス腸管幹細胞とオルガノイド

　腸管では、腸管基底部に位置するクリプト

内に幹細胞が存在する（図 2 左）。幹細胞は

自己複製能、多分化能を持っており、機能細
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る。腸管のクリプトあたりの幹細胞数には上

限があるため、細胞分裂に伴うターンオーバ

ーの際に、クリプト内で幹細胞競合が生じる

と考えられる。 

 マウス腸管の幹細胞を 3 次元培養し、クリ

プト構造を持ったミニ臓器（オルガノイド）

を作成する手法が 2009年に報告された 4)。こ

れを当所の目的である放射線応答の評価や後

述の幹細胞競合の評価に合わせて改良し、高

効率でオルガノイド（図 2 右）を形成するプ

ロトコールを確立した 5)。幹細胞がオルガノ

イドを形成するには、幹細胞の特徴である自

己複製能、多分化能が必須であるため、オル

ガノイド形成効率は幹細胞機能の指標の 1 つ

として有用と考えられる。 
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胞等を供給して柔毛を支えている。役目を終

えた機能細胞はターンオーバーにより排出さ

れる。腸管のクリプトあたりの幹細胞数には

上限があるため、細胞分裂に伴うターンオー

バーの際に、クリプト内で幹細胞競合が生じ

ると考えられる。

　マウス腸管の幹細胞を 3 次元培養し、クリ

プト構造を持ったミニ臓器（オルガノイド）を

作成する手法が2009年に報告された4）。これ

を当所の目的である放射線応答の評価や後述

の幹細胞競合の評価に合わせて改良し、高効

率でオルガノイド（図 2 右）を形成するプロ

トコールを確立した5）。幹細胞がオルガノイ

ドを形成するには、幹細胞の特徴である自己

複製能、多分化能が必須であるため、オルガ

ノイド形成効率は幹細胞機能の指標の 1 つと

して有用と考えられる。

2 - 3. 幹細胞とオルガノイドの放射線応答

　マウスにX線を高線量率照射（0.5 Gy/分）

して 1 週間後に解剖すると、腸管クリプト

中の幹細胞割合は線量増加に伴って減少し、

ターンオーバーは 1  Gy以上で有意に亢進さ

れた6）。プレートに播種したin vitroの幹細胞

にX線を高線量率照射した際のオルガノイド

形成効率は、線量の増加に応じて低下する

傾向にあり、 4  Gyで有意差を示した。一方

で、マウスにX線を高線量率照射し、 1 週間

後に採取した幹細胞のオルガノイド形成効率

は、非照射群と同等もしくは増加傾向を示し

た6）。照射後 1 週間の間に、マウス体内で細

胞死等によって損傷度の大きい幹細胞の排除

が生じていることが推察される。マウスに

低線量率γ線（ 1  Gy/ 2 週間）を照射した場合

は、いずれの指標においても非照射群と有意

差がなかった（図 3 ）6）。

2 - 4. RISCCの検証

　 1  GyのX線をin vitro照射した幹細胞を単

独培養してオルガノイドを形成させると、非

 

図 2 マウスの小腸（左）と 

オルガノイド（右） 
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った（図 3）6)。 
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照射幹細胞と比較して細胞増殖能に有意な差

はなかったが、照射幹細胞と非照射幹細胞を

混合培養して混合オルガノイドを形成させ、

構成細胞の蛍光強度を測定すると（図 4 ）、

照射幹細胞の混合オルガノイド占有割合は有

意に低かった5）。また、オルガノイド中の 1

個の細胞を赤色蛍光で標識し、X線マイクロ

ビームを照射してタイムラプス観察したとこ

ろ、照射した細胞は数回分裂した後に排除さ

れることを観察した7）。以上から、腸管幹細

胞集団においてRISCCが生じうることを示し

た7）。

3 ．放射線リスク分析の課題解決に向けて

3 - 1. 線量率効果係数の検討にあたって

　放射線発がんリスクは過剰相対リスク

（ERR: Excess Relative Risk）や過剰絶対リスク

（EAR; Excess Absolute Risk）により表されて

いるが、同じERRでも30歳被ばく・70歳到達

時のERRであったり、生涯のERRであったり

するため、注意が必要である。さらに、同じ

集団を対象にしていても、解析条件や被ばく

条件によって見かけ上のリスク推定値が変わ

り、結果的に線量率効果係数の推定にも影響

を及ぼしうるため、個々の疫学研究の比較に

は注意が必要であると考えられる。

　また、発がん頻度の高い臓器やがんの種類

がマウスと人で違う場合があるが、マウスで

推定した線量率効果係数を人の放射線防護に

どのように適用すればよいのかといった議論

や、マウスが放射線に高感受性を示す週齢と

人の年齢はどのような対応関係にあるのかと

いった議論が続いている。これらの、実験動

物等のデータを人のリスク推定にどのように

適用すれば良いのかという「リスク転換」に関

する課題にも着目している。そこで、解析条

件によるリスク推定結果の差異の程度（ 3 - 2

節）や動物種間であてはまりのよい指標の 1

つとして知られている全死因死亡8）の早期化

（ 3 - 3 節）について検討を進めている。

3 - 2. 発がんのリスク推定

　放射線防護のための発がんリスク推定にお

いて、ICRP2007年勧告ではデトリメント指

標が用いられている9）。デトリメントは生命

表法によって計算された名目リスク係数（ 1

万人当たりの症例数）に基づいた数値である。

ICRP2007年勧告におけるデトリメント計算

の再現性を確認したうえで10）、正味のリスク

が同じである仮想集団のリスク推定を行っ

た11）。その結果、解析手法が異なればその数

値の意味合いは異なり、さらに、その違いは

無視できない程度（最大で数倍程度）の差であ

る場合があることを示した（図 5 ）11）。また、

被ばく条件（慢性被ばくや急性被ばく）によ

り、累積リスクがどの程度異なるか解析した

ところ、生物学的な線量率効果がないと仮定

しても、 0 歳から慢性被ばくし続けた場合の

生涯のリスクは、 0 歳で急性被ばくした場合

ではなく、30 ～ 40代で急性被ばくをした場

合の生涯リスクと同程度であることを見出し

た。

　疫学研究結果を比較検討する際に、解析結

果である数値（生涯のERRや、特定の観察期

間におけるERR等）だけを単純に比較して議
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ではなく、30～40代で急性被ばくをした場合

の生涯リスクと同程度であることを見出した。 

疫学研究結果を比較検討する際に、解析結

果である数値(生涯の ERRや、特定の観察期間

における ERR 等)だけを単純に比較して議論

しがちである。しかし、解析条件や被ばく条

件によって見かけ上のリスクが変わり、結果

的に線量率効果係数にも影響を及ぼしうるこ

とを定量的に示した 11) 。 

 

33--33..  ママウウススデデーータタのの人人ののリリススクク推推定定へへのの適適

用用  

リスク転換の議論の第一歩として、放射線

被ばくによる死亡時期の早期化（図 6）につい

て、マウス・人それぞれについて研究を進め

てきた。放射線リスクが死亡時期の前倒しに

より評価可能であるかを、公開されているマ

ウスのデータを用いて解析した結果、全死因

累積死亡率、全固形がん累積死亡率の線量応

答は線形応答であること、照射時日齢が 35日

齢と 105 日齢の間で応答が変わることを報告

した 12)。また、これらのマウスにおける早期

化解析結果 12)と Life Span Study（LSS）デー

タを用いた早期化解析結果 13)とを比較して、

マウスのデータを人のリスク推定に適用する

ための検討も進めている。  

 

 
図 6 リスク増加（上）と 

早期化（下）の考え方 
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論しがちである。しかし、解析条件や被ばく

条件によって見かけ上のリスクが変わり、結

果的に線量率効果係数にも影響を及ぼしうる

ことを定量的に示した11）。

3 - 3. マウスデータの人のリスク推定への適用

　リスク転換の議論の第一歩として、放射線

被ばくによる死亡時期の早期化（図 6 ）につ

いて、マウス・人それぞれについて研究を進

めてきた。放射線リスクが死亡時期の前倒し

により評価可能であるかを、公開されている

マウスのデータを用いて解析した結果、全死

因累積死亡率、全固形がん累積死亡率の線量

応答は線形応答であること、照射時日齢が35

日齢と105日齢の間で応答が変わることを報

告した12）。また、これらのマウスにおける早

期化解析結果12）とLife Span Study（LSS）デー

タを用いた早期化解析結果13）とを比較して、

マウスのデータを人のリスク推定に適用する

ための検討も進めている。

4 ．まとめ

　線量率効果を説明可能なRISCCについて、

腸管オルガノイドを用いた実験により仮説の

成立性を示すことができた。現在は、混合オ

ルガノイドにおけるRISCCの線量・線量率応

答やマイクロビーム照射実験の統計的解析を

進めている。また、当所ではRISCCに関する

数理モデル化研究も推進しており14）、多角的

にRISCCを考察していく予定である。

　放射線リスク分析については、正味のリス

クが同じでも解析条件によって見かけ上のリ

スクや線量率効果係数が変わりうること、早

期化指標の放射線防護への適用可能性につい

て検討を進めた。今後は、高線量データの低

線量・低線量率領域への適用や実験動物デー

タを人のリスク推定に適用する課題に着目

し、検討を進めていく予定である。

　以上の観点から、低線量・低線量率放射線

影響や線量率効果の課題解決に向けた研究を

推進し、放射線影響研究の発展に貢献できる

よう尽力していきたい。
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がマウスと人で違う場合があるが、マウスで

推定した線量率効果係数を人の放射線防護に

どのように適用すればよいのかといった議論

や、マウスが放射線に高感受性を示す週齢と

人の年齢はどのような対応関係にあるのかと

いった議論が続いている。これらの、実験動

物等のデータを人のリスク推定にどのように

適用すれば良いのかという「リスク転換」に

関する課題にも着目している。そこで、解析
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33--22..  発発ががんんののリリススクク推推定定  

放射線防護のための発がんリスク推定にお

いて、ICRP2007年勧告ではデトリメント指標

が用いられている 9)。デトリメントは生命表

法によって計算された名目リスク係数（1 万

人当たりの症例数）に基づいた数値である。

ICRP2007 年勧告におけるデトリメント計算

の再現性を確認したうえで 10)、正味のリスク

が同じである仮想集団のリスク推定を行った
11)。その結果、解析手法が異なればその数値

の意味合いは異なり、さらに、その違いは無

視できない程度（最大で数倍程度）の差であ

る場合があることを示した（図 5）11)。また、

被ばく条件（慢性被ばくや急性被ばく）によ

り、累積リスクがどの程度異なるか解析した

ところ、生物学的な線量率効果がないと仮定

しても、0 歳から慢性被ばくし続けた場合の

生涯のリスクは、0歳で急性被ばくした場合 

 

 
図 5 見かけ上のリスク推定値の差の例 

（男性、EAR係数使用時） 

参考文献 11より抜粋・編集 

ではなく、30～40代で急性被ばくをした場合

の生涯リスクと同程度であることを見出した。 

疫学研究結果を比較検討する際に、解析結

果である数値(生涯の ERRや、特定の観察期間

における ERR 等)だけを単純に比較して議論

しがちである。しかし、解析条件や被ばく条

件によって見かけ上のリスクが変わり、結果

的に線量率効果係数にも影響を及ぼしうるこ

とを定量的に示した 11) 。 

 

33--33..  ママウウススデデーータタのの人人ののリリススクク推推定定へへのの適適

用用  

リスク転換の議論の第一歩として、放射線

被ばくによる死亡時期の早期化（図 6）につい

て、マウス・人それぞれについて研究を進め

てきた。放射線リスクが死亡時期の前倒しに

より評価可能であるかを、公開されているマ

ウスのデータを用いて解析した結果、全死因

累積死亡率、全固形がん累積死亡率の線量応

答は線形応答であること、照射時日齢が 35日

齢と 105 日齢の間で応答が変わることを報告
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化解析結果 12)と Life Span Study（LSS）デー

タを用いた早期化解析結果 13)とを比較して、

マウスのデータを人のリスク推定に適用する

ための検討も進めている。  

 

 
図 6 リスク増加（上）と 

早期化（下）の考え方 

 

４４．．ままととめめ  

線量率効果を説明可能な RISCC について、

図 6 　リスク増加（上）と早期化（下）の考え方
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重イオンマイクロビーム組織形状照射による

線虫の放射線応答組織の探索

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 高崎量子技術基盤研究所
量子バイオ基盤研究部 量子バイオ技術応用プロジェクト

鈴木　芳代

令和3年度（2021） 研究奨励助成金交付研究の紹介

研究背景

　量子科学技術研究開発機構高崎量子技術基

盤研究所（QST高崎研）は、イオン照射研究施

設（TIARA）のAVFサイクロトロンの末端に

設置されたピンホール式の重イオンマイクロ

ビーム照射装置を用いて重イオンを細く絞る

（マイクロビーム化する）独自の技術を有して

いる。筆者の所属プロジェクトでは、これを

駆使して様々な生物試料へのピンポイント照

射を実現し、放射線影響の照射部位依存性の

解析に取り組んできた［例えば、1 - 2 ］。また、

筆者は、生きた線虫（C. elegans）の中枢神経

系の直径20 µmないし60 µmの範囲への重イ

オンビームのピンポイント照射を実現し、筋

運動制御における中枢神経系の寄与を調べる

など、生体機能解析ツールとしてマイクロ

ビームを活用する試みも進めている［ 2 - 3 ］。

　しかし、ピンホール式の重イオンマイクロ

ビーム照射装置では、ビーム形状がビーム出

口の形状（円形）に依存し、対象組織の周辺に

も重イオンビームが当たることや、原理上、

対象組織の一部が照射されないなどの問題が

あった。線虫の組織ごとの放射線応答を精度

よく評価するには、人の放射線治療で行われ

ているような組織形状に塗りつぶす組織形状

照射をマイクロメートルレベルで実現する技

術が必要と考えられた。そこで、筆者らの研

究プロジェクトでは、重イオンマイクロビー

ムを走査することで予め設定した形状に重イ

オンビームを照射する技術を世界に先駆けて

完成させた［ 4 ］。

　筆者らは当初、この技術を用いて予め設定

した形状による線虫の組織照射を試みた。し

かし、組織形状は個体差が大きく、一律に設

定した形状での照射では十分な精度を担保で

きないことが判明し、個体に合わせたオー

ダーメイド照射を実現する本研究を計画し

た。

研究目的

　本研究では、線虫の放射線全身照射後に各

組織や生体機能に誘導される放射線応答がど

の組織（臓器）への照射影響を反映しているの

かを明らかにするための新たな技術として、

特定の組織形状に重イオンビームを正確に照

射するためのマイクロビーム組織形状塗りつ

ぶし照射技術を確立することを目的とした。

線虫の特定組織を対象とした重イオンマイク

ロビーム組織形状照射技術の確立[ 5 ]

　線虫（C. elegans）は、細胞数が約1,000個と

少ないながら、神経系、筋、消化器、生殖器

などの基本的な組織を有し、人と共通の生体

機能を備えたモデル動物である。

　本研究では、研究参画者の舟山と共同で、

線虫を顕微鏡下で撮像し照射対象組織の形状

に照射範囲を設定する手法（独自の照射ソフ

トウェア等）を開発した。これを用いて、生

きた線虫の咽頭を対象として、顕微鏡下で撮

像した画像に基づいて組織形状に合わせて照

射範囲を設定し、炭素イオンビームを正確に

照射することに成功した。さらに、複数の顕

微鏡視野にわたる細長い臓器である生殖巣を

対象として、その形状に沿って炭素イオン

ビームを正確に照射することに成功した（図

1 ）。
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重イオンビーム組織形状照射による線虫の放

射線応答組織の探索

　上述のとおり、重イオンマイクロビーム組

織形状照射技術が完成した。現在、この照射

技術を用いて、線虫の全身への照射で観られ

る放射線影響がどの組織への影響を反映した

ものなのかを調べる実験に取り組んでいる。

具体的には、線虫の咽頭への照射が咀しゃく・

嚥下機能にどのような影響をもたらすのか、

生殖巣への照射が照射当代の生殖機能や次世

代にどのような影響をもたらすのかなどを明

らかにしていく計画である。

　さらに、重イオンマイクロビーム組織形状

照射技術を線虫以外の様々な生物試料を対象

とした生体機能解析実験に広く応用していく

ために、更なる技術開発を進めていく。

おわりに

　本研究の成果は、日本放射線影響学会第

65回大会（2022年 9 月）、QST高崎サイエンス

フェスタ2022（2022年12月）、線虫研究の未来

を創る会2023（2023年 8 月）、第13回国際放射

線神経生物学会大会（2024年 3 月）等にて発表

するとともに、論文をBiology誌（2023年12月）

[ 5 ]にて発表した。
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図 1 　�重イオンマイクロビームを用いた線虫の生

殖巣形状塗りつぶし照射の例。

a.  �顕微鏡下で撮像した線虫画像をもとに生殖巣の

形状に設定した照射エリア（青）。

b.  �線虫の下に配した飛跡検出用プラスチック（CR-

39）シートに形成された生殖巣形状のイオン飛跡。
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　ICRP調査・研究連絡会行事

令和 5 年度　放影協開催講座

「ICRP特別セミナー」（Webセミナー形式）

　公益財団法人　放射線影響協会　企画部　

　放射線影響協会では、放射線影響に関する

調査研究も事業の柱としており、国際放射線

防護委員会（ICRP）の勧告や報告等について

調査研究するICRP調査・研究連絡会を組織

し活動を行っています。

　本年度は、放影協ニュース前号でご紹介し

たICRPセミナーに加え、ICRP特別セミナー

を実施いたしました。

　ICRP特別セミナーは、ICRPに関連の深い

機関・団体の活動概況等を説明いただくセ

ミナーで、今回は国際放射線防護学会理事 

兼 パブリックアンダースタンディングTG

委員長で、ICRP第 4 専門委員会委員でもあ

られる東北大学サイクロトロン・ラジオア

イソトープセンター研究教授の吉田 浩子 先

生をお迎えし、国際放射線防護学会（IRPA：

International Radiation Protection Association）

の活動をご紹介いただきました。

　国際放射線防護学会は、1965年に創設され

た放射線防護に関する学会の国際連合です。

　放射線防護に携わる世界の研究者や技術者

の情報交換や放射線防護の技術や福祉の向上

を目標に掲げ、世界68ヵ国・53の加盟学会

で構成され、国際放射線防護委員会（ICRP）、

国際原子力機関（IAEA）などの国際機関、専

門学会と連携し活動しています。我が国から

は日本保健物理学会がIRPA設立当初から加

盟学会として加わっています。

　本講演では、現IRPA理事であり前日本保

健物理学会会長であられた吉田浩子先生に、

IRPAの活動状況について概説いただきまし

た。

　本セミナーは、放影協ホームページ等によ

り事前に参加者を募り、令和 6 年 2 月 1 日

（木）にWebセミナー形式で開催し、60名を超

えるご参加をいただきました。

　放射線影響協会では今後も「ICRP特別セミ

ナー」を、適宜、開催して参りたいと考えて

おります。

記

＜開催日時＞

　令和 6 年 2 月 1 日（木）

　13時00分～ 14時20分

＜プログラム＞	

13:00～13:05　開会の辞　放射線影響協会

13:05～13:55　�「国際放射線防護学会（IRPA）

の活動紹介」吉田 浩子先生（国

際放射線防護学会理事・パブ

リックアンダースタンディン

グTG委員長／ ICRP第 4 専門

委員会委員／東北大学サイク

ロトロン・ラジオアイソトー

プセンター研究教授）

13:55～14:15　質疑応答

14:15～14:20　閉会の辞　放射線影響協会

＜報告会概要＞

　吉田先生のご講演の後視聴者の方とテーマ

に関連する質疑応答を行いました。
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ICRP調査・研究連絡会行事　令和 5 年度　放射線影響協会開催講座

ICRP特別セミナー　要旨

国際放射線防護学会（International Radiation Protection 

Association, IRPA）の活動紹介

国際放射線防護学会理事・放射線リスクについての公衆の理解促進TG委員長、

国際放射線防護委員会、ICRP第4専門委員会委員、

東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター研究教授

吉田　浩子

　国際放射線防護学会（International Radiation 

Protection Association, IRPA）は、放射線防護

活動に携わる世界の研究者や技術者の情報交

換と技術向上を援助し、人類の福祉のため放

射線の医療、科学、工業技術への安全利用を

図ることを 目 的として1965年 6 月19日に 設

立された。IRPAは電離放射線だけでなく非

電離放射線に対する防護も取り扱っている。

IRPAには、各国で 1 つの学会のみを加盟学

会として受け入れるという規約があり、日本

からは（一社）日本保健物理学会（以下、保物

学会）が創立当初から加盟している（1965年12

月17日に入会）。創立時の1965年には10の学

会が加盟しているのみであったが、IRPAの

活動目的の一つが世界各地域における放射線

防護学会の設立促進とネットワーキングであ

ることから年ごとに加盟学会は増え、現在で

は世界の68ヶ国、53の学会が加盟している。

特に近年は、発展途上国の学会の設立と加盟

に大きな力を注いでおり、2012 ～ 2016年に

はカメルーン、ガーナ、ナイジェリア、チュ

ニジアが、そして2020年にはチリが新しく

加わった。IRPAメンバーは、医療、原子力、

その他の産業分野の専門家、規制当局、政府

のアドバイザー、研究者など、放射線防護の

あらゆる分野にわたっており、かつ、大規模

な先進国から小さな発展途上国で働く現場の

実務者（プラクティショナー）に至るまで、あ

らゆる経験を網羅しているところが大きな特

徴である。国際放射線防護委員会、ICRPが

原理・原則（プリンシプル）に重きを置くのに

対し、IRPAは実務（プラクティス）に基づく

考え方をとる。また、IRPAは放射線防護の

あらゆる専門家、実務者の声の代弁者である

ことをそのアイデンティティとしており、国

際放射線防護委員会、ICRPにはその立場で

特別リエゾン機関、SLOとして議論に加わっ

ている。

　IRPAの活動母体は世界の加盟学会である

が、意見の集約や議論を行い活動の総合管理

と運営を担っているのが理事会で、会長を始

めとする12人（officer   6 人とNon-offficer   6

人）で構成されている。理事（Non-offficerの

6 人）は各加盟学会から推薦された候補者か

ら、 4 年に 1 回開催される国際会議の総会で

の選挙により選出されるシステムになってい

る。任期は 4 年で、現在のターム（2020-2024

年）の理事会メンバーは下記となっている。

　会長：Bernard Le Guen（フランス）、副会長：

Christopher Clement（カナダ）、次期国際会議、

IRPA16対応副会長：Kevin Nelson（米国）、総

務：Ana Maria Bomben（アルゼンチン）、会計： 

Sigurður Magnússon（アイスランド）、出版：

Dave Niven（カナダ）、理事：Joseph Amoako

（ガーナ）、Marie-Claire Cantone（イタリー）、

Claire-Louise Chapple（英国）、Klaus Henrichs
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（ドイツ）、Cameron Jeffries（オーストラリア）、

Hiroko Yoshida（日本）

　IRPAでは理事会を中心にタスクグループ

（TG）が設置されており、保物学会からはす

べてのTGに会員がメンバーとして参画して

いる。現在活動しているTGは以下である。

　　�放射線防護システムの見直しに関するTG

　　組織反応に関するTG

　　�放射線リスクについての公衆の理解促進TG 

　　�放 射 線 分 野における 女 性に 関するTG  

－ ジェンダーの視点から

　　NORMに関するTG

　　非電離放射線に関するTG

　　�高等教育、研究、トレーニングに関するTG

　　若手ネットワークTG

　放射線防護システムの見直しに関するTG

（委員長：Claire-Louise Chapple（英国））では、

ICRPの新勧告に向けて加盟学会からの意見

を集約する活動をしている。

　 組 織 反 応に 関する TG（ 委 員 長：Marie-

Claire Cantone（イタリー））は、眼の水晶体の

線量限度引き下げに関するTGの後継である。

IVRや放射線治療などの医療手技では、0.5 

Gy 程度の低い線量が循環器系に影響を与え

る可能性があることを考慮して、心臓、脳血

管疾患、動脈および静脈の疾患にも注意が払

われることを受けて、特に眼の水晶体および

循環器系に重点を置き、様々な知見、経験及

び加盟学会の考え方の収集を進めている。

　IRPAは2013年に放射線リスクについての

公衆の理解促進TG（第 1 期）を発足させた。

これは、放射線防護システムに関して IRPA

が加盟学会に実施した調査結果から、放射線

とリスクに関する一般公衆の理解促進とコ

ミュニケーションが放射線防護の専門家の主

要な課題の 1 つであることが認識されたこと

を受けたものである。第 2 期（2017年～）か

らはHiroko Yoshida（日本）がこのTGの委員長

を務めている。2020年にはPractical Guidance 

for Engagement with the Public on Radiation and 

Risk（放射線とそのリスクに関する一般公衆

との関わり合いのための実践的ガイダンス）

がIRPAより刊行され、IRPA ウェブサイト

で 公 開されている（https://www.irpa.net/page.

asp?id=54777）。IRPAガ イ ダ ン スの 実 用 性、

専門家が直面している継続的な課題、および 

IRPA TGが取り組むべき課題についての意見

を求めるため、昨年 7 月には加盟学会を通し

てあらたにサーベイを実施し、160を超える

意見を得た。現在TGではこれらの意見をま

とめているところである。

　NORMに関するTG（委員長：Rainer Gellermann

（ドイツ）、Jim Hondros（オーストラリア））で

は、NORM に関連する問題に対する意識を高

めることなどを目的としている。NORM によ

る放射線リスクを正しい見方で捉えること、

NORM へのグレーデッドアプローチに関す

る 実 践 的な 視 点の 提 供を 行うこと、 かつ、

ICRPの放射線防護システムの見直しにおい

てNORMに関するフィードバックを行うこと

などをタスクとしている。

　IRPAは 4 年に 1 回 国 際 会 議（International 

Congress）を開催し、その間を縫って 4 年ご

とに地方会議（Regional Congress）を開催して

いる。2023年 2 月 7 ～ 11日には、新型コロ

ナ感染症拡大のため約 1 年延期されていた

第 6 回アジア・オセアニア放射線防護会議、

AOCRP 6 がインドのムンバイにて対面で開

催された。IRPA 16国際会議は2024年 7 月に

フロリダ州オーランドで米国保健物理学会、

HPS が主催して開催される予定である。
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　ICRP調査・研究連絡会行事

ICRP調査・研究連絡委員会

令和 5 年度「外部専門家との意見交換会」（Webセミナー形式）

　公益財団法人　放射線影響協会　企画部　

　放射線影響協会では、放射線影響に関する

調査研究も事業の柱としており、国際放射線

防護委員会（ICRP）の勧告や報告等について

調査研究するICRP調査・研究連絡会を組織

し活動を行っています。

　このICRP調査・研究連絡会の下にICRP調

査・研究連絡委員会を設けてICRP各委員会

における検討・審議の状況に関する情報交換

等を行ってきております。その活動の一環と

して、外部の専門家を招聘し、ICRP委員及

び調査・研究連絡委員会の委員とが様々な視

点から意見交換・議論を行う会を開催してき

ております。今般、「外部専門家との意見交

換会」と題し、連絡会外部の専門家・有識者

及びICRP委 員をお 招きして、「ICRP call for 

actionを受けて」をテーマに意見交換会を実施

いたしました。

　本意見交換会は、放影協ホームページ等に

より事前に参加者を募り、令和 6 年 1 月23日

（火）にWebセミナー形式で開催し、80名を超

えるご参加をいただきました。

　本報告会の概要を以下に記します。

記

＜開催日時＞

　令和 6 年 1 月23日（火）

　14時00分～ 17時00分

＜プログラム＞	

14:00 ～ 14:05　開会の辞　放射線影響協会

14:05 ～ 15:00　講演

　進行役　甲斐 倫明（ICRP主委員会委員）

14:05～14:15　ICRP の Vancouver - Call   for 

actionの概要 ／ 甲斐  倫明

14:15～14:30　我が国の放射線分野の人材／

神田 玲子（QST 放射線医学研究所 所長）

14:30～14:45　放射線取扱主任者の状況／上蓑 

義朋（日本アイソトープ協会 常務理事）

14:45～15:00　医学物理士の育成状況／赤羽 

恵一（QST 量子生命・医学部門 人材育

成センター 教務課 研究統括）

15:00～15:10　休憩

15:10～16:40　パネル討論

　モデレーター　�吉田 浩子（ICRP第 4 専門委

員会委員）

① アカデミア：教育研究／神田 玲子

② 産業界：放射線業務担当者の教育訓練

／平 純一（東京電力 放射線管理グ

ループマネージャー）

③ 放射線防護：放射線取扱主任者の教育

／上蓑 義朋

④ 医療：医学物理士／赤羽 恵一

パネラー：上記先生方および甲斐 倫明先

生に加え、小笹 晃太郎（C 1 委員）、

島田 義也（C 1 委員）、細野 眞（C 3

委員）

16:40～16:55　質疑応答

　モデレーター　甲斐 倫明

16:55～17:00　閉会の辞　放射線影響協会

＜報告会概要＞

　開会の辞の後、講演の部では「ICRP call for 

actionを受けて」をテーマに 4 名の先生方から

ご講演いただきました。

　休憩をはさみラウンドテーブル討論の部で

は吉田 浩子ICRP第 4 専門委員会委員をモデ

レーターとしてお迎えし、前半の講演を踏ま

え、 4 つのテーマ（① アカデミア：教育研究

②産業界：放射線業務担当者の教育訓練　③

放射線防護：放射線取扱主任者の教育　④医

療：医学物理士）について、活発な討論が行

われました。

　引き続き、甲斐委員がモデレーターとなり

視聴者とパネラーとの質疑応答を行いました。
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第34回日本疫学会学術総会に参加して

放射線影響協会 放射線疫学調査センター　三輪　祥江

　第34回日本疫学会学術総会がメインテーマ

を「疫学が創る未来社会」として、 1 月31日か

ら 2 月 2 日にかけ滋賀県大津市のびわ湖大津

プリンスホテルにおいて開催され、当協会か

らは三枝、古田、工藤と筆者が現地に赴いて

参加しました。現地開催ではありましたが、

主要プログラムについてはオンデマンド配信

が行われました。口頭発表に加え、ポスター

発表、シンポジウム等が開催され、現地参加

者は1,000人を超えた活気のある学会でした。

筆者はポスター発表を行いました。

　筆者の演題は「放射線業務従事者における

生活習慣・社会経済状態のカテゴリ別の累積

線量とがん死亡相対リスクとの関連」でした。

これまでの研究では喫煙等の交絡因子の調整

により放射線リスクの推定値が下がることが

確認されています。これは生活習慣・社会経

済状態と累積線量との関連に起因することが

考えられました。本発表は2003年の生活習

慣調査回答者41,742人について、2005年から

2010年までの観察期間データに基づいて分析

した結果を紹介したものです。協会では2019

年に新たなコホートを設定しましたが、この第34回日本疫学会学術総会

会場のびわ湖大津プリンスホテル
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筆者とポスター

新コホートでも喫煙や学校教育年数と累積線

量との関連が見られています。新コホートを

対象とした解析でも喫煙等の交絡因子を調整

することにより放射線関連の罹患・死亡リス

ク推定値が低下することが考えられました。

　発表後には、従事者の特性や、今後の予定

等に関する質疑応答を行いました。質問対応

をすることで、さらに理解を深めることがで

き、ご意見をいただくことで、新たな視点を

学ぶことができました。

　

　今回の疫学会では、目的のために収集され

たデータを使用した解析だけでなく、別目的

で既に収集されたビッグデータ(例えばレセ

プトデータ)を使用した解析が多く見られま

した。前職で歯科レセプトを作成していた筆

ポスター会場の様子

会場前の琵琶湖

者にとって、このレセプトデータを使用した

解析はとても興味深かったです。

　

　次回の第35回日本疫学会学術総会は2025年

2 月12日から 2 月14日まで高知県高知市の高

知市文化プラザかるぽーとで開催予定です。
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主　要　日　誌

【人事異動】

〇放射線従事者中央登録センター

4 月 1 日　�昇格　RI等記録管理課長　兼　原子力

登録管理課調査役　兼　除染登録管理

課調査役　兼　手帳管理課調査役（原子

力登録管理課課長代理）� 川田　雪枝

〇放射線疫学調査センター

4 月 1 日　�昇格　放射線疫学調査センター長代理 

兼 事業推進課長 兼 調査課長（事業推進

担当部長 兼 事業推進課長 兼 広報担当

部長 兼 調査担当部長 兼 調査課長）

� 中込　崇

【活動日誌】

〇総務部

3 月 1 日　�令和 5 年度第 5 回理事会（令和 6 年度

事業計画及び収支予算並びに資金調達

及び設備投資の見込みを記載した書類

について、令和 6 年度第Ⅰ期国際交流

助成の決定について等）（対面及びWeb

ミーティング形式）

3 月11日　�令和 5 年度第 3 回評議員会（令和 6 年度

事業計画及び収支予算について等）（対

面及びWebミーティング形式）

〇企画部

1 月23日　�令和 5 年度ICRP調査・研究連絡委員会

「外部専門家との意見交換会」（Webセミ

ナー形式）

2 月 1 日　�ICRP調査・研究連絡会行事「令和 5 年度 

放影協開催講座（ICRP特別セミナー）」

（Webセミナー形式）

2 月 5 日　�令和 6 年度第Ⅰ期国際交流助成金選考

委員会（書面回答形式）

2 月16日　�令和 5 年度 ICRP調査・研究連絡委員会

「ICRP活動状況の概要報告会」（Webセミ

ナー形式）

〇放射線従事者中央登録センター

2 月20日　�第20回除染等業務従事者等被ばく線量

登録管理制度参加者協議会（令和 5 年度

事業報告及び決算の見込み、令和 6 年

度事業計画及び収支予算について等）

（会議参加及び書面表決により議決）

〇放射線疫学調査センター

1 月31日　�第34回日本疫学会学術総会において「放

射線業務従事者における生活習慣・社

会経済状態のカテゴリ別の累積線量と

がん死亡相対リスクとの関連」のタイト

ルでポスター発表

2 月21日　�令和 5 年度第 5 回成果利活用検討委員

会（対面及びWebミーティング形式）

2 月29日　�令 和 5 年 度 第 2 回あり 方 検 討 会 フ ォ

ローアップ委員会（Webミーティング形

式）

3 月 7 日　�令和 5 年度第 2 回調査研究評価委員会

（Webミーティング形式）

3 月12日　�令和 5 年度第 2 回倫理審査・個人情報

保護委員会（Webミーティング形式）

～

2 月 2 日




